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２）日本の株式・債券市場

≪株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で上昇となりました。
米国の大規模な追加経済対策への期待を手掛かりに、前週末から５日続伸し、
14日（木）の終値は1990年8月以来、およそ30年5カ月ぶりの高値をつけま
した。日本時間15日午前にバイデン次期大統領が1.9兆ドル規模の追加経済
対策の概要を公表し、目先の好材料が出尽くしたとの見方などから利益確定
売りが優勢となったものの、週間では上昇となりました。
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日経平均株価（左軸） ＴＯＰＩＸ（右軸）

（月/日）

（円） （ポイント）データ期間：2020年10月15日～2021年1月15日（日次）

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
※現地通貨ベース ＊ ▲はマイナスを表します。

１）先週の市場動向



≪ 株式 ≫
米国株式市場（ＮＹダウ）は、前週末比で小幅に下落となりました。
バイデン次期政権による経済対策への期待が高まったものの、トランプ大統領
の罷免をめぐる政局の混乱懸念が重荷となり、週初は売りがやや優勢となりま
した。週末も、バイデン次期大統領が追加経済対策を公表すると、目先の材料
出尽くしなどから利益確定売りに押されました。

４）外国為替市場
≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比で横ばいとなりました。
週初は、米国新政権による財政拡大に伴う国債増発懸念から米国長期金利が
大幅上昇した流れを受け、国内金利も上昇しました。国内の新型コロナウイル
ス感染拡大で、緊急事態宣言の対象が11都府県まで拡大し、景気の先行き不
安から安全資産とされる債券は買いが優勢（利回りは低下）となる場面もあっ
たものの、週間ではほぼ横ばいとなりました。

5）今週の見通しについて

米国新政権による追加経済対策への期待から上昇していた日米株式市場は、
バイデン次期大統領が追加経済対策の概要を公表すると、目先の材料出尽く
し感から先週末は売りが優勢となりました。
ワクチン接種が想定通り進まない中、米国での１日当たり新規感染者数は
20万人を超えており、雇用情勢も再び悪化しています。公表された追加経
済対策は、1人当たり1,400米ドルの現金給付のほか、失業給付の特例加算
の延長などを含んでおり、家計支援に力が入れられています。対策の実現に
は米議会での承認が必要ですが、審議に時間を要することも想定されるため、
議会承認を得られやすい家計支援等が優先して審議にかけられる見込みです。
今週の株式市場は、日米両市場ともに、目先の材料出尽くし感とこれまでの
急上昇による過熱感から利益確定売りに押される展開となりそうです。

米ドル/円相場は、前週末比で横ばいとなりました。
週初は、米国新政権が大型の景気刺激策を打ち出すとの見方から米長期金利
が上昇し、日米金利差を意識した円売り米ドル買いが優勢となりました。週末
にかけては、パウエル米連邦準備制度理事会（FRB）議長が金融緩和の長期化
を示唆したことや、米雇用指標の悪化を背景に円買いがやや優勢となりました。
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ドル/円（左軸） ユーロ/円（右軸）

（月/日）

（円） データ期間：2020年10月15日～2021年1月15日（日次）（円）
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３）米国の株式市場
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10年国債利回り

（月/日）

（％） データ期間：2020年10月15日～2021年1月15日（日次）
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ダウ工業株30種平均（左軸） Ｓ＆Ｐ500種指数（右軸）

（月/日）

（ドル） （ポイント）データ期間：2020年10月15日～2021年1月15日（日次）

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号

＜設定・運用＞

【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、特定の有価証券等の勧誘を目的と
するものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してくださ
い。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。
• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。
• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーションであり、将来の投資収益を示唆あ
るいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではないので、表示することができません。

加入協会：一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター 0120-762-506

９：00～17：00（土日祝日・年末年始を除く）

ホームページ https://www.nam.co.jp/


